
1 事業の成果

2 事業に関する事項

（１）　特定非営利活動に関する事業

訪問介護事業

居宅介護支援サービス

障害福祉事業

地域生活支援事業

支 出 額
（千円）

受益対象者の
範囲及び人数

５名

事　業　内　容事業名

介護保険法に基づく

新潟市
圏域

障害者　４８名

障害者自立支援法に基づく
16,780

2,050

6,200

単位：千円

要支援者　０名　　　要
介護者　４名

１４名
３０年４月１日

から
３１年３月３１日

新潟市
圏域

障害者　１５名

平成31年度事業報告書

特定非営利活動法人　グリーン

実 施 日 時 実 施 場 所
従事者の

人数

生活全般に係る助け合い
（実費）事業

３０年４月１日
から

３１年３月３１日

障害者　４１

新潟市
圏域

３０年４月１日
から

３１年３月３１日

新潟市
圏域

福祉有償運送事業

障害者自立支援法に基づく

介護保険法に基づく ３０年４月１日
から

３１年３月３１日

通院、社会参加
などによる送迎

居宅介護支援事業

３０年４月１日
から

３１年３月３１日

生活助け合い事業

障害者自立支援法に
基づく障害福祉サー

ビス事業

居宅サービス事業

3,070

2,800
要支援者１５名
要介護者１４名

新潟市
圏域

１名

１６名

３０年４月１日
から

３１年３月３１日

37

教育研究事業
講習会
研修会

１４名

月１回 適所

２名
会員一般
市民一般

新潟市
圏域

28

24

調査研究、情報収集、
提供事業

委員会
インターネット

月１回 事業所

２名
会員一般
市民一般

２名
会員一般
市民一般

　対応策を取らなければと考えております。

・昨年度はコロナウイルスの大感染で様々な機関から情報を集め、当事業所も対応策を実施しました。　当事業所

　の職員、関係した各事業所、利用者からは感染者が出ませんでしたが、今後、冬の第2波感染に備えて十分な

・地域生活支援事業を支えている福祉有償運送事業の月単位の原価計算システムを確立し、平成31年4月

からその数値をもとに、まずは事業所内からコスト管理による改善を行いました。　

・また福祉有償運送事業の運転者上限年齢の緩和措置適合者が1名あり、この制度を利用することになりました。　

　もこの制度を必要時には利用して行くと同時に、その間今後不足すると思われるヘルパー兼運転者の確保に

・居宅介護支援事業はケア・マネージャーの健康的や、主任ケア・マネジャーの配置の問題もあり、当事業所で

　は令和2年3月で休業にしました。その分その他の事業に力を注ぎ、より充実した事業として行っていくつもりです。

　対応する予定です。


